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マーケティング・チャネlレにおける

組織間管理理論:一つの修正モデル

高橋秀雄

I はじめに

前二稿においては， L. W スターソ (L.W. Stern) のチャネノレ管理論のう

ち，そり基本的慨念枠組をなす部分とヨンフリクト管理戦略論について紹介し

検討 Lたヘ 乙れらにより兄ターンのヲャネル管理モデノレのほぼ全容を明らか

にした乙思われるが，本稿ではそれらにおいて示唆しておいたように，この理

論モデルの修正・再構築を試みる U 特にここではその理論モデルのうち，基本

的概念枠組をなす部分についてのみとの作業を行う。すなわち社会ン兄テム論，

役割群論， コンフリクト論，パワー論についてのみ論述を行い，コ γフリグト

管理戦略諭の方については続稿に譲る。

なおこうした作業を行うさいの基本的視点と，その方法論的基礎を示せば次

のとおりである。まず基本的視点とされるのは， λター γのチャネノレ管理モデ

ノレを構造的に再構築することである。そして方法論的基礎とされるのは，社会

システム論を内在的に批判し，格差説の可能性を主張した A.W. グノレドナー

(A. W. Gouldner)の学説であるヘ以下ではこのグノレドナーの学説に主とし

1) 拙楠，スタ}ンのマーケアィングテャネル管理論町検討そ白基ふがJ概t枠組， r経済論叢」
第131巻第4・5号j 昭和58年および，スタ}ンのチャネル・コンフリクト管理戦略論の検討，
「経罰論議」第133巻第1. 2号，昭和59年を事照のこと。
2) とくに以下で位グルドナ の次の論文及び著書に依拠して，スターンのチャネル管理モデルの
悼正，とりわけシステム・ーモデルの修正を行う。A.W. Gouldner， Reciprocity and Autonomy 
in Functional Theory， in L. Gross Ced.). Symtosium on Sociological Theory， 1目9，pt. 241 
-270. ---， The Coming Crisis 01 Western Sociology， 1970，岡田i1!之， 田中義久， 矢沢
修決郎他訳「社会学の再生を求めて斗昭附53年。



マーケティソグ チャキルにおける組織昨昔理盟論.ーつの韓正モデル (179) 51 

て依拠しつつ，その他にR.K.""一トン(R.K. Mer句n)，L. A コーザー

(L. A. Coser)， C. w.ミルズ (C.W. MilIs) の学説をも援用しながらスタ
ーンのチャネノレ管理モデノレの修正・再構築を行う。

II チャネ}~・システムの一般的規定

スターンはチャネル管理のための分析枠組として，社会':/7-、テム概念を直接

に適用することを試みた。月ターンはこの社会、ンλ テム概念の直接的適用に

より~ーケティング・チャネノレ内の要素〈参加者〕間関係をア・フリオリに

構成しようとしたのである。しかしながらこうした社会VAテムズ・アプロー

チは，チャネノレ・ yンステムを構造的にとらえようとする視点を欠如させると"

になる。この視点、の欠如は，マーヶティ Y'f・チャネノレをその現実の状況に

おいて認識することから遠ざけ.歴史的，具体的状況からかけ離れた社会シ兄

テムという高度に抽象的な枠組のなかで議論を展開することを余儀なくさせ

る830

さらにマーケティング・チャネノレを社会シ兄テムと単純に規定することは，

全体的な要素間関係が過度に強調されることになるとともに，各要素が独自の

存在をもつものであることを見失わせることになる。

しかしこのような問題点があるとはいえ，いうまでもなく社会シ旦テムズ・

アプローチは，マーケティング・チャネノレをオベレ ショナノレに把握するには

有用な方法である。その意味で社会シλテムズ・アプローチのもつ:意義は，完

全に否定すべきではない。ただその直接的適加には問題があるといえる。それ

ゆえ問題は，この社会シスアムズ・アプローチの直接的適用によるチャネノレ分

析を修正し，上述の欠点、を補う必要性にある。そのさい社会シ月テム概念を修

正する方法論的基礎が必要になってくるが， さきにのべたように'/;x..テム論

にたいして格差説をとるグノレドナーの説に依拠して修正を試みる。

グノレドナーは社会、ンステム論を内在的に批判するとともに，平の修正の方向

3) 拙稿，前掲論文，昭和58竿， 95---96ヘ ジ参照。
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を提示したペ彼は従来、/ステム全体を強調しすぎてきたシ兄テム論にたいし

て，システム要素の独自の存在を強調する。さらに要素問の相互依存イコーノレ

均衡という具合に同義にとらえられがちであったことにたいして，この両者は

同義ではな〈それぞれ独立変数であることを指摘するへそしてこの相互依存

の概念にたいしても，諸要素の相互依存にはさまざまな程度の差異ーがあるとし，

機能的自律性(functionalautonomy)の概念を提示するへこうして彼は「シ

スアムの構成要素白『相:互依存』という観点からシλ テムを把揮するよりも，

システムをお互いに低い『機能的自律性』をもっ諸要素の集団」引と規定しな

おそうとするのである。

グノレドナーの説についてはこれ以上の説明を避けるが，彼のこうした説を方

法論的基礎として，社会システムズ・アプロ一千によるチャネノレ・ vステム概

念の修正を目的とする，チャネノレ 'yステムの一般的規定を展開Lょう。

(1)チャネノレ・システムは，複数の参加者〔製造業者，卸商，小売商，その他

の補助機関〕を構成要素とし，それらの聞での相互作用から生ずる組織間シス

テムである C

(2)チャネノレ・システムは， 定の物的，歴史的，社会的諸条件によりその存

在態様，構造が規定される。

(3)チ今ネノレ参加者は独自の存在をもっとともに， システムにたいして多かれ

少なかれ異なった程度の機能的自律性をもっロさらに参加者はシステム内だけ

でなくシ1 テム外とも関わりをもっω。 この意味で参加者はシステムにたいし

て，全面的にではなく部分的に依存し関与する。

(4)シスアム要素である参加者間には依存構造が存在し，優越要素と従属要素

4) 新明正道「社会学的機能主義J.昭和42年.66寸 7ベ ジ参照。
5) A. W. Gouldner， op. Cは， 1959， p. 253 
6) システム要素(部分〉の機能的自帯性とは唱 「システムから離れて存続することができる可能
性」である。 A.W. Gouldner， ibid.， p. 254. 
7) A. W. Gouldner， ot. cit.. 1970， p. 215，邦訳.290ページn
8) グノレドナ は機能的自律性の概念により，諸要素〈諸部分)7ん 「もう一つ~Ijに体系外とかか
わり合いをもっ乙と」を強調している。 Ibid'J p. 215，邦訳I 291ベーνυ
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の区別がかれらの問に存在するヘ前者はシステムの管理を行う要素であり，

後者はそれ以外の管理される対象となる要素である10>。

以上がチャネノレ・システムの一般的規定であるが，次にこれらの規定にもう

少し具体的な説明を与えよう。

まず第一に，チャネノレ・システムは基本的には，大規模製造業者が卸商，小

売商，その他の補助機関を系列化することにより形成されるものと把握される。

この系列化の手段としては，資本参加，役割派遣，テげトリー制，ー盾一帳合

い制，専売制，累進りベ ト市U，払込制， )古会制等が存在する山。このチャネ

ノレーシァ、テムにおいて告参加者は，マーケティ Y!/'課業遂行上相互依存関係に

立ち，売買活動を中心とする相互作用を行う。

第三に，チャネノレ":/ステムは今世記初頭のアメリカにおいて，大規模製造

業者による中間商人の系列化政策により生J成した。特にこうした垂直マーケテ

ィング・シ月テム (verticalmarketing system)は大戦後の1948-65年の期

間に，さまざまなチゥネルをとりまく環境要因の変化に伴い，在来の慣省的チ

ャネル (conventionalchannel) にとってかわった'"。このようにチャネノレ・

シエテムは，歴史的に規定された存在なのである。さらにチャネノレ...yステム

はこのような歴史的諸条件だけでな(，物的，社会的諸条件によっても制約を

受円る。たとえばチャヰノレの長短，段階数，広狭等は，顧客，製品，中間商人，

企業，環境，競合他社といった諸特性により制約される'"。

第三に，各々の参加者はそれぞれ基本的には，独自の経営資源，人事権等を

9) 渡願浩「経営組織の基礎理論J，昭和46年， 50-51ベージ参照。
10) グルドナーは諸要素(諸部分う由なかに，~スデムの管理の宜任を担うものがある ζ とを指摘

している。A.W. Gou1dner，暗ロt.，1970， p. 216，邦訳.292ベーシ。
11) 鶴田俊正，寡占体制と流通系J'Uiじ 競争的インハグトを吸収するメ労ニズムの分析一一，
「流通系列化と独占禁止法J，経済法学会年報第1号(通巻23号)，昭和田年， 88へージ。
12) B. C. McCammon， ]r.， The Emergence and Growth of Contractually Integrated Channels 
in the American Economy， in P. D. Benett (ed.). Marketing and Economic Develotment， 
1965， reprinted in L. E. Boone and J. C. 10hn50n (eds.)， Marketing Channels， 1973， 1 st 
ed" pp. 214-220 

13) ョトラ はこの6つ¢特性を，チャネル設設上の制約条件としてあげてい石。 P.Kotler， Mar. 
keting Mαnagem沼nt.'A旬-:dysis，Planning and Control， 4 th ed.， 1980， pp. 431-433 
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所有する独立した経営として存在する。この意味で各参加者はシ月テムに依存

する一方で，自律性をもった組織として存在し活動する。各参加者はまたシ九

テム内だけではなく '/λテム外および他システムとも関連をもっ。たとえば

小売商は消費者と，製造業者は供給業者と接触し取引を行う。さらに卸商，小

売商は一つのチャネノレ・シ月テムだけでなく他のチャネノレ・シ月テムに同時所

属している場合がありえよう L，製造業者の方でも複式チャネノレ政策を採用し

ている場合があろう G ζのように各参加者はそれぞれ独自の存在をもっととも

に，システムにたレして部分的に関与する。

第四に，参加者聞には強力なパワー資源をもっ有力な参加者と，バワー資源

をあまりもたない弱小な参加者とが存在するU この有力な参加者〔チャネル・

リーダー〕は， じノステムの維持・管理を行う主体となる。特にとのきい1-"の参

加者がチャネノレ・リーダーとなるかについては議論の分かれるところだが， こ

こでは大規模製造業者がそれに適わしいものとしておく 1ヘ
このチャネノレ・リ ダーたる大規模製造業者は，その利潤極大化，市場占拠

率の増大等の諾目擦を達成し，同時にシステム全体としてのパフォーマンスを

高めることを目的としてヲャネノレ・ジ兄テムの統制・管理を行う"，。

これでチャネノレ・シ旦テムの一般的規定を，提示し終った。次にその行動的

次元をなす役割， コンフリクト，パワーを上述のシステム・モデノレに組み入れ，

チャネル管理モデノレの基本的概念枠組をなす部分の構築を行う。

III 役割理論

(1)参加者の地位選択とその制約条件

14) 大規模製造業者のみならず大規模小売商等も，そ白有する経済的資源等からしてチャネル リ
タ}に適わしいといえるが， ζ こでは議論の単純化のため大規模製造業者をチャネルーリーダ
}としてお〈。
15) ιこではチャネル設計の問題を，チャ不ル管理に固有のものとは考えない。それはロ ゼンブ
ルームのいうように，チャネル管理はすでに設立されたチャネルの「経常」を取り扱う 4のであ
ると考えるからである。B.Rosenbloom， Marketing Channel.包 A Management View， 1978. 
p. 185参押咽
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チャネノレ参加者はチャネノレ・システム内で特定の地位につくが， この地位の

選択はさまざまな物的，社会的条件により規制される。

各々のチャネノレ参加者はチャネノレ .yステム内で製造業者，卸商，小売商と

いった特定の地位にっしこの場合地位選択は単にその目標，期待，価値，行

動準拠枠にもとづいてなされるわけではな，，1ペ実際にはチャネノレ・システム

が，大規模製造菜者による既存の中間商人の系列化政策により形成されるもの

である乙とからすれば，チャ不ノレ・シλ テム内における参加者の地位選択はそ

のシステム参加以前の初期状態に規定されるといってよL、。また新規にチャネ

ノレ"'./ステムに加入し参加者とな墨場合でも， その地位選択は利用可能な資本，

技術，ノウハウ，人材，組織等の物的，社会的諸条件に制約されるといえる。

(2)役割群

役割とはスターンによれば，社会vステムにおける地位に個人あるいは個人

の集団を関連させる統合要素である。そしてそれは，ある地位の占有者である

参加者が行動すべきことを明確にする規定群であると規定される 17)。こうした

彼の規定は基本的には， R リント γ(R.Linton)のそれと同ーのものである

といえる山。マ トンはこのりントンの規定にたいして役害群 (role-set) の

概念を導入し，その修正を試みた1930

マ一トンは「特定の社会的地位には，これに結びつく単一の役割ではなく，

相関連する一連の役割が合まれている」加と指摘する。すなわちリントンにお

16) スタ←ンは参加岩の刻d立決定が，その各々 の目標，期待，師値，行動準蜘枠にもとついてたき
れるとしている。 L.W. Stern and A. 1. EI-Ansary; Marketing Channels， 1 st ed.， 1977， p 
28(参照。
なお彼はあとでこれらのものに能力を付け加えているが，その具体的内容については閉らかに
していない。 L.W. Stern aml A. 'I， EI-A山町Y.Murkt;ti71g Charmels. 211d ed" 1962， p. 270 
参照。
lり L.W. Stern and A. I. El~AnsaTy> ibid.， 1977， p. 279 
18) R. K 乱tlerton，Social Theory and Social Structure， revisεd and enl.arged ed.， 1957， pp 
368-369，轟東吾，森好夫，金沢実，中島竜太郎訳「社会理論と社会構造J，昭和36年， 334~335 
ベージ参問。
19) Ibid.， pp. 368-384.邦訳， 334-349ページ事照。
20) Ibid.， p. 369，邦訳I 325ベージ。
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いては，単ーの地位には一つの役割が付随するとされていたのにたいして，従

来看過きれていた役割群という構造的事実を指摘したのであった。

ここではこのマートンの役割群の概念を採用し，各参加者の占める特定の地

位には，単一の役割ではなしそれに関連する数多〈の役割が付随するものと

規定する。この役割群概念による規定は，チャネノレ・システムにおける事実と

一致する。たとえばある小売商は，同一系列内の卸商，製造業者にたいしては

購買者，再販莱者として機能し，シλ テム外の消費者にたいし ζは販売業者，

購買代理人として機能する。さらにその小売商が部分的に他のチャネノレ・シス

テムの販路としても利用されている場合には，そこにおいても同様の機能を果

たすといえる。このように参加者は，その特定の地位に応じた役割群をもつの

である(第1図参照)21)。

第 1園小売業者のチャネル・システムに士山、する役割関与

チャネル ンステム A 

小売問

チセキ Jレーシステム R
(注)1-5は'J、売商のそれぞれにたいする役立割関与を表わす。

消

11( 

-h 

21) スターンはこのマートンの役割群の概念を理論的に有益だとしているが，積極的に規定のなか
に採り入れるには至っていない。L.E.G江1:md L W. Stern， Roles and Role Theory in 
Distribution Channel Systems， in L W. Stern (ed.)， Distrihutωn Channels.-Behavioral 
Dimensions， 1969， pp. 36-37参照。
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なおこの役割の内容としては，各参加者圃有の機能，活動，活動領域等があ

げらnる。
(3)役割規定，規範・共通価値

役割規定は，参加者相互の規範・共通価値により決定される。この規範・共

通価値は，それらへの各参加者の執着を通じてチャ不ノレ・システムを統合へと

導くものと期待されるが，月ターγはこれらを7・プリオリに把握し措定した。

しかしながらこの方法は適切ではなし、。その理由は規範・共通価値とはある制

度的秩序のなかで，大部分の参加者が忌認しているその秩序の正当性について

いえるのだからである加。それゆえ規範・共通価値とし寸場合には，その制度

的秩序の正当性の基礎となるものを明らかにしなければならないυ

そのような正当性の茎礎としては，たとえば次のようなものが考えられよう。

垂I在マーケティ yグ・システムのうち企業システム (c副 poratesystem) の場

合には所有権，究極的には私有財産制度，契約シ旦テム (contractualsystem) 

の場合にはフランチャイズ契約等の各種の契約があげられる。また管理システ

ム (administeredsystem)の場合には，各参加者の相互交換 必ずしもシン

メトロカノレ (symmetrical) なものではない にもとづく合意等があげられ

ょう D

(4)参加者聞における役割期待，役割関与の程度の差異

チャ不ノレ・システムを構成しているさまざまな役割群は，共有きれている期

待の一つの大きな相互補完性ではなし、叩。役割群にあるすべての参加者はさま

ざまな程度の機能的自律性をもっており，かれらの役割期待は同じ強きで維持

されてはいない。すなわち役割群にあるすべての参加者の役割関与には，その

程度に差異がある'"。

2.2) C. W. Mills， The SociologicalImagination， 1959， pp.38-39，鈴木広訳「社会学的想像力J.
昭和40年.52ペ}ジ参潤。

23) ミルズは制度を構成しているさまざまの役割は，共有されている期待の一つの大きな相互補完
性ではないのが普通だとのべている。 lbid.，p. 29，邦訳40へ ジ。
24) R. K. Merton， op. cit.. pp. 371-372，邦訳， 337-338ヘジ。



58 (186) 第134巻第3田4号

たとえばある家電メーカーが複式チャネノレ政策を採用し，その系列下にある

版社以外にスーバ ，ディ兄カウンタ一等の量板宿を通じてその製品を販売す

る場合を想定しよう。よ二の場合メーカーの系列下にある版社は， メーカーにた

いする依存度が高いので比較的強い役害期待を示すことになる。他方量販席ば

メーカーにたいする依存度が低〈高い機能的自律性をもつので，あまり強い役

割期待をメーカーにたし、してもたないといえる。それどころかメーカーと量販

后がそれぞれにたいしてもつ役割期待は，相反することが多いであろう。メー

カーは量販屈にたいし ζ自社プランドりイメージ保護と，値〈ずれの防止を望

む。それにたいして量販広はメーカーの下請け化と，製品の消費者にたし、する

低価格訴求を行おうとするという具合に。このように役割群にあるすべての参

加者の役割関守には，そのおかれている位置によってさまざまな程度の差異が

ある。

(5)参加者の役割群における権威上の格差

各々の参加者がもっ個々の役割には，かれらの間にパワー上の絡差が存在す

るところから，それぞれのもつパワーの大きさに応じて，その権威上の格差が

生ずる。チャネノレ・システムは， こうした権威の格差をもっ役割の一群から構

成される'"。

参加者間にはその有するパワー資源の大きさに差異が存在し，それは異なっ

た程度のパワーの配分を参加者間にもたらす。たとえばチャネル内において，

チャネノレ・リーダーたる大規模製造業者のもつパワーと，その系列下にある中

間商人のパワーには明確な格差が存在する。この場合製造業者の期待がその他

の参加者の期待よりも重要視され，そこから製造業者と他参加者との聞に，そ

の各々の役制に権威上の格差をもたらす'"。このことはさらに役割群にある諸

々の参加者が，他参加者の行動を形成ずるうえで同じ力をもつものでなし 1こと

25) ミルズは， r制度は権威の格差をもっ役割の一群であるJr のべてい ~o C. W. Mills.op. cit 
pp. 29-30，邦訳， 40へージ参照。
26) Ibid.， pp. 29-30，弗訳， 40ペジ審照.
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を意味するm。

チャネノレ・システムにおける参加者の役割関係は，以上のように規定される。

各々の参加者がそれぞれ役割規定(規範・共通価値)に執着し，効果的な役割

遂行をすれば，システムの統合が達成される O しかしながら各々の参加者はし

ばしばその役書目から逸脱した行動をとり，参加者間にコンフリクトが発生する。

次にこのチャネル・コンフリグトの発生と、そのメカェズムの分析に移ろう。

IV チャネル・コンフリクト

(1)チャネノレ・コンフリクトの根源

各参加者は基木的には，独自由存在をもった，独立した経営として存在する o

すなわち各参加者はそれぞれし独自の経営資源，人事権z 行動準拠枠組をもち，

その意味で自律性をもっ。他方で各参加者は異なった程度ではあるが，多かれ

少なかれチャネノレ・システムにたいして機能上相互依存関係にたっ。こうして

各参加者は， γステムにたいして機能的自律性をもちながら関与することにな

る。

この各々の参加者は自己の組織の機能的自律性を保護し，かっそれを増大さ

せようとする傾向をもっ加。しかしながらその反百でジステムの管理主体であ

るチャネノレ・リーグーは，システムへの他参加者の統合をはかるため，彼らに

たいして統制を加える。そしてこのことは他の参加者の機能的自律性を，減少

させることになる。このチャネノレ，.yステム内での二つの相反する方向への動

きは，参加者間〔基本的には大規模製造業者と中間商人の出j)にコ γフリグト

を生み出す根源となる叫。

27) 艮 K.Merton，中 cit.，p. 372，升瑠~， 33.!3ヘジ。
28) A. W. Gouldner， ot. cit.， 1970， p. 216，邦訳.291-292ベジ幸照。
29) グルドナーは， システム内におけるこの二つの相反する力の存在を指摘している。 Ibid.，pp 
215-216.司上. 291-292へージ。なおスタ ンはコンフりクトの根源を.参加岩が方でその
各々 の組織の自律性を極大イヒする傾向をもち，他方で協調しようとする歓求をもっというような
γステム内での相互依存関係においてとらえている。しかしながらスターシにあっては，グルド
ナ やここでのように参加者 (γステム要素〕の関係をアシンメトリカルなものとしてとらえて
はいなし、。L.W. Stern and A. 1. EI-Allsi:1ry，叩 cit"1977. p. 282参照。
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チャネノレ・コンフリクト.J:l:，参加者間の単なる相互依存関係から生じてくる

のではない。それは以上のようなチャネノレ・システム内での構造的要因， より

具体的にいえば参加者間に存在する支配服従関係をめぐって生じてくるのであ

る。

マーケティング・チャネノレを構築L，その統制・管理主体である大規模製造

業者は，その系列下にある中間商人にたいしてその諸活動を統制しようと試み

る。それは最大限利潤，市場占拠率の増大といった諸目標を達成するため，そ

の製品の中間商人による再販売のなされ方にたいして規制を加え，彼らかb最

大限の販売努力を獲得しようとするためである。

これにたいして一応独立した経蛍として存在し，独自の行動準拠枠をもっ中

間商人は，大規模製造業者の系列下に加入することにより，その諸活動が制限

を受けることになる。まさにここにこそ， ヮ γ フリクトの根源があるのである。

(2)チャネノ¥，・ヲ γフリグトの概念規定

このチャネノレ・コンフリグトの概念規定については，従来参加者の認知レベ

ノレにおける規定の仕方がなされてきた。

たとえばスター γによればチャネノレ・コンフリクトとは I一方のチャ不ノレ

参加者が，その目標を達成するのを妨げ，妨害する行動を他方の参加者が行っ

ていると認識する状況である。それは本質的には役割遂行の規制によってひき

おこされた欲求不満の状況である。J80) 

また荒川氏によればそれは Iある物事に関する，当事者の，何等かの観

念・知覚の懸隔に墓しある種の不均衡ないし緊張状態をいみする。」剖〉

みられるように両氏ともチャネノレ・コンフリクトを，参加者の認知レベルに

おいてとらえている。こうした規定の方法はコンフリクトの発生が結局は，参

加者間でコンフリグト状況を認識するか否かに依存していることを考えれば有

効であると思われる。しかしながらこうした規定にあってはコンアリクトが単

30) L. W. Stern and A. 1. EI-Ansary， ibid.， p. 283 
31) 荒川祐吉，商業における衝突と調整， I国民経揖雑誌」第136巻第5号，昭和52年， 73ページ。
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なる参加者の心理的状況の変化t~解消され， コンフリクトがそζにおいて発生

する構造的要因が欠落しやすい。それゆえチャネノレ・コンフリクトを次のよう

に規定し，そうした欠点の修正を行う。

チャネノレ・コンフ日グトとは，一方のチャ不ノレ参加者が，その目標の達成を

妨害したりその機能的自律性を許容限度以上に制限する行動を，他方のチャネ

ノレ参加者が行っていると認識する状況である。それは基本的には参加者聞のア

シンメトリカノレ (asymmetrical)な関係において発生する。

チャネノレ・コンフリクトの概念についてはこのように規定し，次にコンフリ

クトの原因となるものD分析を行おう。

(3)チャネノレ・コンフリク lの原因

チャネノレ・コ γフリクトの原因には，従来次の3つのものがあげられてい

るロ〉。

a 目標の非両立性。 各参加者が，それぞれチャネノレにおいて追求する目

標が相容れないこと。

b 領域についての同意の欠如。 各参加者で各々の領域(役割)， 役割遂

行について同意がない場合や，ある参加者への過度な役割期待がなされる場合。

C 現実認識の相違。 参加者聞に現実を認識するさいの異なった行動の基

礎があるため，同ーの事態を異なった仕方で認識すること。

ところで H アッセル(H.Assael)は，戦後から6C年代半ばまでの期間にお

付るアメリカの流通コンフリクトを分析して，次のものをその原因としてあげ

ている叩。

ア 経済的目標の相違。 特に需要の縮小期において，操業度を維持するた

めに製造業者は小売商，流通業者に過剰な在庫を押しつける。また製造業者は

R2) スターンとヘスケットの共著の論文以来これらの 3つがコソフリグトの主要な原因左してあげ
られてきた。 L.W. Stern and J. L. Heskett， Confiict Management in Interorganization Re1a 
tions: A Conceptual Framework， in L. W. Stcrn Ccd.)， ot. cit.， pp. 293-294多照のこと。
33) H. AssaeI，“The Political Role of Trade Associations in Distributive Consict Resolution，" 
JournaloJ Marketing， Vol. 32， No. 2， April， 1968， pp. 22-23 
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ブランド・イメージを守るたあ，小売段階での価格を統制しようとする。こう

した製造業者の側での政策は，小売商，流通業者とのコンフリクトを発生させ

る。

イ 流通機能の吸収。 チェー γ ・ストア等のもつ大きな購買力は，小売商

にも釘機能を引き受日ることを可能にする。また製造業者(家電等)はその技

術上のサーヴィスを向上させるため， 自社所有の卸販路を設けることがある。

さらに製造業者は， 自社所有の小売肱路を設けたりもする。こうした製造業者

による卸売，小売機能の吸収，大規模小売商による卸売機能の吸収はコ yフリ

クトの原因となるo

ウ 小売管理についての異なった認識。 製造業者はディーラー，流通業者

にたいして経営統制を行使しよラとするロこの製造業者とディーラー，流通業

者がそれぞれもつ異なった小売管理についての見解は，コ γフリグト発生の原

因Eな品。

この7ッセノレの分析は，古きにあげた3原因と 致する O すなわちaと7，

bとイ cとウとL、う具合f::対応しているのである。それゆえ理論上の概念化

と現実分析での議論が一致しているといえるので a. b. cの3原因を採用

することは妥当であると考えてよい。

チャネノレ・コ Y フリクトはさきにみた根源に端を発L，以上の3原因を契機

として発生する。こうしたコンフリクトの発生メカニズムを図示すると，第2

図のようになる。

(4)チャネノレ・コ Yフリクトの機能

チャネノレ参加者聞には以上のようなメカニズムによりコンフリクトが発生す

るが，このコンフリクトが γλテムにたいしてどのような機能を果たすのか若

干白コメントを加えておこう。

コーザ は rいかなる集団も完全に調和的ではありえない」刊のであり，

34) L. A_ Coser， The Functions of Social coη!ftut， 1956， p. 31，新陸人訳「社会闘争白機能ム
昭有β3年. 27ベジ。
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第2図 コンフリクト発生のメカェズム

コンフリクトは「それを生み出す関連にとって，つねに逆機能的であるとは限

らない。しばしばコソフリクトはそのような関連を保持するのに必要であ畠」叩

としている。コーザーはコンフリクトが必ずしも逆機能的に作用するとは限ら

ず，集団の維持・統合に機能的に作用する側面をももつことを強調するのであ

る。

チャネノレ・シλ テムにおいても，こうしたョーザーの指摘は妥当する。すな

わb参加者間に発生するコンフリク lは，必ずしも病理的・逆機能的な現象で

はなし、。コンフリクト行動を通ずる各参加者のシステムへの凝集性の強化，再

統合への機能をそれはもつのであり，システムにとって機能的な役割を果たす

のである山。

この参加者聞に発生するコンフリグトに対応L，システム白統合をもたらす

ものとして，パワーの行使がある。次にこりパワーについて論じよう。

V チャヰルIこおItるパワー

(1)パワーの概念規定

35) Ibid.， p. 47，邦訳， 52へジ。
36) スターンも，コンフリクトの機能的側面を認めている。L.W. Stern and A. 1. EI-Ansary， op. 
cit.. 1977， pp. 285-286 
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チャ不ノレ・シλ テム内においてはまえにものべたが，チャネノレ・リーダーと

いうシステムの統制・管理主体が存在する。このチャネノレ・リーダーたる大規

模製造業者は，その系列下にある中間商人の諸活動にたいしてさまざまな統制

を行勺ている(たとえば小売νベルでの価格維持〕。そして中間商人がもしそ

れに従わないなら，大規模製造業者は種々り強制)J(取引炉絶，出荷停止， リ

ベートの削減等〉を行使して従わせようとする。

チマネノレにおいてはこのようなタテ関係でのパワ 関係が参加者間にみられ

るのであり，その意味で一元的権力論をとる立場 ハワーを狭義に解する立

場ーーにより，パワーを解釈するのが合理的である。との立場を左る論者とし

ては M ウェーパー (M.Weber)があげられる。彼によればハワーとは，

「或る社会関係の内部で抵抗を排してまで自己の意志を貫徹するすべての可能

性を意味し，この可能性が何にもとづくかは問うところではない。」叩

ここではチャネノレにおけるパワーの規定として，一元的権力論をとる立場か

ら， このウェーバーの規定を採用する。それゆえチャヰノレにおけるパワーとは，

チャ不ノレ・ V;ぇテム内において抵抗を排してまで自己の意志を貫徹するすべて

の可能性であると規定される。

スター YばR. !J{ーノレ(R.Dahl) のパワー規定を採用L，パワーを「ある

参加者が他の参加者に，そうでなければしなかったことをさせる能力である」拘

としている。こうした規定はまえにも指摘したように，ハワーをjぶ義に解釈す

る立場に立つものである。それはヨコ関係をもパワーのタームでとらえようと

するものであり，多元的権力論ともいうべきものである叫。こうした規定はチ

ャネルにおける参加者のパワー関係が，アジンメトリカルな関係になっている

ことからして，それに適わし〈ないといえる白

3η M. Weber.-Wirtshaft附tdGeselIshaft: Groudriss der Verstehe吋目 Soziologie，Erster 
Halbband， Funfte. Revidierte Anflage， 1976， S. 28，清水幾太郎訳「社会学の根本概念J.昭和
47年， 86ベーシ。
38) L. W. Stern and A. 1. EI-Ansary， op. cit.， 1977， p. 286. 
39) 桂瀬浩「権力統制色合意形成ム昭和56年.197へ ジ。
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さらにスターンは，次のようなエマーソンの権力依存モデルの定式化をそれ

につけ加えている。 rAにたいするBの依存は(1)Aによって与えられた目標に

たいする Bの勤機の投資に直接均例L，(2)A-B関係の外部でのBのそうし

た目標の利用可能性に反比例する。J40l この規定はパワーの行使対象となる下

位者に焦点をあてたものとして， さきのウェーパーによるハワ一規定を補完ず

るものとしてなら利用できょう。

チャネノレ・リーダーにより統制・管理をうける他参加者は，本来独自の存在

をもった経営として存在する o かれらはさらにそれぞれ異なった程度の機能的

自律性をもち，他システムとも相互作用に入る。その志味で乙田舎参加者は，

システムに部分的に依存している。この場合チャネノレ・リーダーがその意志を

抵抗を排Lてまでも貫徹できる可能性ミは，他参加者のチャネノレ・リーダー及ぴ

システムへの依存度にかかっているといえる。こうしてエマーソンの規定は，

ウェーパーの規定青補完するものと Lて位賢づけられる。

(2)パワーの基礎

ハワーの規定は以上のように与えられるが，それではこのパワーの基礎とな

るものは何であろうか。 このことに関してλターン以来， 報酬 (rewards)，

強制(coercion)， 専門的知識 (expertness)， 正当性(legitimacy)， 同一視

(ident品cation)の5つがあげられてきた4ヘここではあとでのべる理由によ

り最初から 3つめまでのものをパワーの基礎として提示する。

a 報酬。 r報酬力は，他の行為者Oが伎にたいして報酬を与える能力を

もっているという，ある行為者Pの信念にもとって。」山

例 yベートの提供，各種の割り引き，ブランド力がある製品の供給，地方

的広告にたいする援坊。

40) R. M. Emerson，“Power-Dependence Relations，" Americαn Sociologicαl Review， Vol. 27， 
February， 1962， p. 32. 
41) F. J. Beier and L. W. Stern. Power in the Cha.nnel of Distribution， in L. W. Stern (ed.)， 
op. at.， pp. 92-116. 
42) Ibid.， p. 95 
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b 強制。 roのPにたいする強制力はもし影響を及ぼそうとする試みに

Pが従わなかったら oによって彼が罰せられるであろうとL、う P側での期待
より生ずる。J43>

例，取引拒絶，出荷停止，価格差別， リヘートの削減・停止，割り引きの削

減・停止，フランチャイス契約の更新拒否。

c 専門的知識。 r専門的知識にもとつくパワーは， 0が専門的知識や熟

練をもっているという Pの信念にもとづく。」州

例. }}~兄売促進上の相談・援助，庖内 V イァ、y ト等の各種のアドヴァイ7-，庖

具にたいする教育訓練，市場情報の提供。

(3)合法的支配

ところでチャネノレ・システム内でz チャネル・リーグーがその系列下にある

他参加者に命令を下した場合，それが受け入れられる某曜となるものは何であ

ろうか。この問題は重要であるが，従来充分には答えられてこなかったといえ

る。ウェーパーは支配を「或る内容の命令を下した場合，特定の人々の服従が

得られる可能性J45) とし，その支配の正当性の基礎のーっとして合法性 (Le-

galitat)をあげている4630

このウェーバーの合法的支配の考え方は，チャネノレ関係にも妥当する。たと

えばチャネノレ内においてこの合法性，および合法性への信仰を与えるものとし

ては， IIIの(3)で正当性の基礎として指摘しておいたものがあげられる。すなわ

ち所有権(究極的には私有財産制度)，フランチャイズ契約等の各種の契約，

参加者司での相互交換への期待等々である。そしてチャネノレ・リーグーの命令

は，この合法性にもとづくその支配の正当性を基礎として，他参加者により受

容されるのである。さきにパワーの基礎として従来正当性と同一視があげられ

亡きた乙とを指摘したが，このうち正当性についてはこのような合法的支配に

43) Ibid.， p. g(¥ 
44) Ibid.， p. 100 
45) M. Weber， a. a. O. S. 28邦訳.86へ一九
46) Ib.， S. 124，世良晃志郎訳「支配の諸類型J.昭和45平. 10ペ 歩合
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おいてとらえた方がよい。まな同一視については，支配の正当性のもう一つの

基礎をなすものとして，すなわちカリ兄マ的なものとしてとらえた方がよLJ730 

仏)パワー行使のメカニズム

最後に，パワーがどのように行使されるのか，そのメカニズムについて説明

を加えておこう。

チャネノレ・リーダーは報酬，強制，専門的知識の 3つのバワーの基礎を背景

として， 他参加者(中間商人) にたいして統制・管理を行う。そしてこの統

制・管理は小売レベルでの価格維持，プランド問・プヲ γ ド内競争の制限，中

間商人の消費者・ユーザーにたいするサーヴィス・レベノレの維持・向上といっ

た具体的な対象事項に向けられる。他参加者は彼らむ聞に存在する規範・共通

価値(すなわち制度的秩序の正当性，ここでは合法性ないし合法性にたいする

信仰〕に合致し許容できる範囲内であれば，このチャネノレ・リーダーによる統

第3図 パワー行使りメカニズム

47) Ib.. S. 124.向上.10ベジ。

程I'Jr{~舵1剖内

共j(fjIι泊~ (;ii容純11目外
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制・管理を受容する48)0 

しかしながらこのチ十ネル・リーダーによる統制・管理がその許容範囲を越

え，他参加者の機能的自律性を著しくおびやかすとともに彼らの問に目標の対

立等が生ずるならば，コンフリクトが発生する。チャネノレ・リ ダーはこのコ

ンフりクトに対応し，システムにそのコンフりクト関係にある参加者を統合す

るためパワーを行使する。そしてこのパワーの直接的行使による弊害を是正し

補完するものとして，さまざまなコンフリグト管理戦略が用いられる。なおこ

のパワー行使のメカヱズムを図示すれば，第3凶のようになる。

VI おわりに

以上で， プャネノレ管理モデノレの基本的楓念枠組をなす部分を提示し終ったu

最後に，この修正二号デノレの意図を明らかにしておこう。まず第ーにあげられる

のは， スターソのチャネル管理壬デノレに構造的視点彩豊日み入れ修jfを施すこと

であ勺た。スターンはそのチャヰル管理モデノレを，社会学の理論・学説の直接

的適用により構成した。そこではチャヰノレ関係が7 ・プリオリに把握され，そ

のチャネノレ・システムがいかなる構造をもつものであるかということが問題に

されてはいなかった。こうして旦夕 γ のチャネノレ管理そデルには，構造的視

点が欠如することになり，チャネノレ・シλ テムの現実の状況をそれが正確に反

映していないところから，その現実的適用可能性の問題が生じてくるのであっ

た。それゆえここではシステム論にたいして加重二重構造論の立場をとるグノレ

ドナー，マ一トンの説を主として援用しながら修正を試み，より現実に適用可

能なモデルに接近させようとしたのである。

第二には，従来V月テム全体が過度に強調されてきたチャ不ノレ''./λテム・

モデルの誤りを1EL，シy、テム要素の独自の存在を強調したそデノレを提起しよ

うとしたことであった。すなわち実際のヲャネノレ システムにおいては，名参

48) mの(3)において規範・共通価値を，大部分の参加者が承認しているチャネル内における制度的
秩序りE当性についていえるものであると指摘しておいた。
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加者はがステムに完全に包括きねているわけではない。たとえば系列下の中間

商人はシステムに依存するとともに，基本的には独自の存在をもった独立した

経済計算単位として存在している。また製造業者の方でもロスク負担，在庫負

担の軽減等の配慮から，こうした中間商人を完全に統合してしまうのではなし

一応は独立した経営として存立させている。それゆえこうした関係がうまくモ

デル化できるように， システム論と要素論を調停しようとしたクソレドナーの説

を援用し4へとくに彼の機能的自律性の概念をもってシステム・そデノレの修正
を試みたのであった。

修正モデノレ作成の意図は以土のとおりであるが，今後の課題としてあげられ

るのは次の点である。すなわちこの続編をなすコンフリク}管理戦略について

の修正モデルの構築と，こうした修正モデルの実証研究の展開である。これら

の課題については，稿主改めて展開することにしたい。

(1984. 1. 12脱稿〉

49) 新明正道，前掲書.74ページ参照。


